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目標Ⅱ 

働く場における 

男女共同参画 

【基本理念】 【基本目標】 【施策の方向】 

推 進 体 制 

目標Ⅰ 

家庭・地域における

男女共同参画 

目標Ⅲ 

男女がともに 

安心して暮らせる 

社会づくり 

計 画 の 体 系 
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指 標 
実 績 目 標 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成32年度 

「男性は仕事をし、女性は家庭を守るべ

き」という考え方に同感しない人の割合 
34.0％ － 48.0％ 60.0％ 

父親の育児参加率 
（各乳幼児健診時の質問票

「現在、お父さんはお子さ

んの育児をしていますか」

の問に「よくやっている」

と答えている割合） 

4 ヶ月健診 51.4％※ 50.9％ 54.1％ 60.0％ 

1 歳 8 ヶ月健診 47.5％※ 49.6％ 52.1％ 57.5％ 

3 歳 6 ヶ月健診 45.3％※ 44.4％ 45.7％ 55.0％ 

※ 平成28年4月1日から10月31日までの数値。

事業名 取組状況 成果 課題 担当課 

男女共同参

画推進事業 

みんなのチャレンジフェス

ティバルを開催し、コウケン

テツ氏による「今日からパパ

ごはん」の講演を実施した。 

延べ 1,000 人がみんなの

チャレンジフェスティバル

に来場し、イクメンの普及

啓発を図ることができた。

家庭、地域での固定的役

割分担意識を解消する

ため、自治会等と連携し

た啓発が必要である。 

商工労政課 

人権教育啓

発事業 

人権教育連続セミナーにおい

て女性の人権をテーマにした

セミナーを開催した。 

参加者 95 人、参加者は、知

らないうちに根拠のないこ

とを信じたり、イメージを

もったりしていることに気

づくことができた。 

参加者層の偏りがみら

れるので、様々な場面で

の啓発が必要である。 人権推進課 

地域人材活

性化事業 

まちづくりの入門となる「女

性のためのビギナーズカ

フェ」の開催や、ビギナーズ

カフェの修了者を対象に、ま

ちづくりの取組を発展させて

いくことを目的した「ステッ

プアップ・ビギ」を開催した。 

女性限定のまちづくり講座

を開催することで、従来の

「堅苦しい・敷居が高い・

男性ばかり」というイメー

ジを払拭でき、まちづくり

への女性の参加の裾野を広

げることができた。 

受講生の数を増やすこ

とや、講座での選定につ

いては一定の課題があ

ることから、今後の検討

が必要である。 

地域コミュニ

ティ推進課 

子育て応援

啓発事業 

各子育て支援センターにて、

父親向けの講座を実施した。

また、室内多目的広場運営事

業で、父親が休日に子どもと

あそんだり、遊び方を知る場

を提供した。 

子育て支援センターや室内

多目的広場に父親が子ども

を連れて参加される姿も見

られるようになった。特に

土日に父親が施設を利用さ

れる姿が多くなった。 

父親向けの事業の周知

と参加しやすい内容や

日時設定を今後も行っ

ていく事が大切である。 子育て政策課

市民対象の各種セミナーや講座の開催により、性別役割分担意識の解消やまちづくりへ

の女性の参画促進を図ることができた。周知、啓発方法については、工夫する必要がある。

基本目標 

Ⅰ 

主な取組 

総 括 

実績数値 
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指 標 
実 績 目 標 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成32年度 

滋賀県ワーク・ライフ・バランス推進

企業登録企業数 

48社 

(累計) 

45社 

（累計） 

50社 

（累計） 

70社 

（累計） 

30歳から39歳までの女性の就業率 67.7％※1 ― 72.5％※2 73.0％ 

                ※1 平成22年度国勢調査の数値。 ※2 平成27年度国勢調査の数値。 
 
 

 

 

 

事業名 取組状況 成果 課題 担当課 

企業内人権

研修事業 

人権差別のない公正な採用選

考やハラスメントない職場づ

くりをめざし、企業訪問を通

じての周知啓発と企業人権啓

発指導員を派遣し、企業内人

権研修を実施した。 

推進班員が市内企業・事業

所 215 社を訪問し、公正採

用、人権差別問題の有無等

の聞き取りを実施した。 

また、31 社が企業人権啓

発指導員による企業内研

修を実施した。 

企業内人権に対する理

解はすすんでいるもの

の、企業により取り組み

方に差があるため、個別

の対応が必要である。 
商工労政課 

女性の起

業・キャリ

アアップ支

援事業 

みんなのチャレンジフェス

ティバルで女性のチャレンジ

ショップを実施した。また、

市内女性の資格取得にかかる

費用の一部を補助する助成制

度を新設した。 

チャレンジショップは 20

ブースが出展し、起業をめ

ざす女性が自分の力を試

すよい機会となった。資格

取得補助制度については

市内女性 19 人に補助金を

交付した。 

女性の起業支援につい

ては、チャレンジショッ

プから起業に向け、商工

会と連携し、支援してい

く必要がある。 
商工労政課 

女性のため

の就労支援

事業 

再就職を考えている女性を対

象とした託児付きのマザーズ

就労相談を実施し、その後、

女性のためのお仕事フェア

（合同就職面接会）を実施し、

女性の就労促進を図った。 

マザーズ就労相談では、20

人のカウンセリングを実

施し、うち 4 人が就労し

た。合同就職面接会では、

市内企業 15 社が出展し、

参加者100人のうち5社に

8 人が就労した。 

市内企業等を対象に、女

性が就労しやすい環境

整備や、多様な働き方が

できる職場作りを支援

するためのセミナーな

ど、雇用する企業側への

働きかけが必要である。 

商工労政課 

男女共同参

画推進事業 

企業訪問を通じて、育児・介

護休業制度に関する情報提供

を行った。 

また、みんなのチャレンジ

フェスティバルでイクボス共

同宣言を行った。 

市内企業 215 社を訪問し、

情報提供を行った。 

また、市内企業 23 社がイ

クボス共同宣言を行った。

育児・介護休業が取得し

やすくなるよう、イクボ

ス宣言後の取組につい

て、各企業への個別支援

が必要である。 

商工労政課 

女性を対象とした起業・キャリアアップ支援や就労支援の実施により、多様な働き方

を提案することができた。今後は、企業等へワーク・ライフ・バランスを推進し、職場

環境の整備を促進していく必要がある。また、起業支援については、商工会等との連携

を強化し、支援の拠点づくりなど支援体制について検討する必要がある。 

基本目標 

Ⅱ 

実績数値 

主な取組 

総 括 
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事業名 取組状況 成果 課題 担当課 

ＤＶ防止支

援事業 

甲賀市人権教育連続セミナー

において、中村正氏による「人

はどうして暴力を振るうのか 

～家族の中の暴力を考える」

の講演を実施した。 

81 人が来場し、家族間で

の暴力防止の啓発を図

ることができた。 

ＤＶに関して、広報などの

周知ができていないため、

ＤＶのみでの研修で参加

者を集めることが難しい。 
子育て政策課 

人権文化醸

成事業 

男女の悩みごと相談窓口を設

置し、被害者が安心して相談

できる体制を確保した。 

ＤＶ関係の相談対応を

行った。 

（女性 35 人、男性 3 人）

相談者にとって、最初の相

談窓口としての体制であ

るため、その後の個別対応

までは困難である。 
人権推進課 

健康相談事

業・自殺対

策事業 

地域や職場の中で、自殺のサ

インにいち早く気づき、適切

な対応を行い、相談機関など

につなぐ自殺予防ゲートキー

パー養成講座を行い、ゲート

キーパーの育成を図った。 

まちづくり出前講座の

メニューとして「ゲート

キーパー養成講座」を実

施した。 

相談窓口のチラシの作

成を行い、各施設に配布

するとともにホーム

ページでも周知した。 

SOS を出しにくい人に対

する相談体制を検討し、 

ゲートキーパー養成講座

受講生の更なる拡大を図

る。 すこやか支援課

就労相談事

業 

ハローワークまで相談に行く

ことが困難な方や、地元での

就労を希望されている方等を

対象に各町の地域総合セン

ター等で就労相談を実施し

た。 

就労相談件数延べ 454件

のうち 23 人が就職につ

ながった。 

相談者の高齢化や生活困

窮等、就労以外の相談が増

加しており、個別の支援が

必要なため、関係課との連

携強化および相談体制の

見直しを検討する必要が

ある。 

商工労政課 

生活困窮者

自立支援事

業 

複合的な問題を抱える生活困

窮者に対し、生活支援窓口に

おいて、関係機関と連携しな

がら相談・支援を実施した。 

関係機関と連携し、自立

に向けた支援を行うこ

とができた。 

収入や就労、病気や住ま

いの相談などの相談受

付件数 2,413 件（うち、

新規相談 188 件） 

複合的な課題を抱えた相

談者に対応するため、関係

機関との連携の強化や、誰

もが自分らしく活躍でき

る地域づくりが必要であ

る。 

生活支援課 

複合的な課題を抱えた相談者が増えてきており、個々の相談窓口だけで対応することが

難しいケースについては、関係機関等と連携し相談業務を実施した。今後さらに連携を強

化するため、相談体制の見直しなどの検討も必要である。 

総 括 

基本目標 

Ⅲ 

主な取組 
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指 標 
実 績 目 標 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成32年度 

市の附属機関等における女性委員

の登用率 
27.4％ 29.0％ 29.4％ 32.0％ 

事業名 取組状況 成果 課題 担当課 

男女共同参画

推進事業 

男女共同参画を推進する条

例を制定するため、審議会

および庁内組織による協議

を行った。また、県、工業

会、商工会と連携し、みん

なのチャレンジフェスティ

バルを開催し、講演会や男

女共同参画計画概要版を配

布するなど周知啓発した。 

Ｈ30.3 に男女共同参画を推

進する条例（案）のパブリッ

クコメントを実施した。 

みんなのチャレンジフェス

ティバルは 1,000 人が参加

し、市民、企業等へ男女共同

参画を啓発することができ

た。 

引き続き、県、企業、地

域と連携した周知啓発

が必要である。 

商工労政課

甲賀市附属機

関の選任に関

する指針 

４月上旬に「甲賀市附属機

関の会議の公開等につい

て」を所管する所属長へ通

知し、附属機関の委員の選

任について留意事項を定め

依頼した。 

市民から委員を選任する場

合、女性を委員として登用す

るなど、女性委員が附属機関

の委員に選任されることで、

女性の立場の意見を委員会等

に反映できる土壌ができつつ

ある。 

男性が多数を占める団

体の場合、女性を委員と

して選出することが難

しいことから、団体設立

の趣旨や団体の特徴に

応じた女性委員の選出

が必要である。 

総務課 

職員研修事

業・人事評価

事業 

第 2 次甲賀市総合計画の策

定にあわせて、人材育成の

新たな目標とする『甲賀市

人材育成基本方針』を 1 月

に改定した。 

女性がいきいきと働き続け

ることができる職場環境の

実現、風土醸成を目指し「女

性活躍の推進」の項目を新

設した。 

人事評価の結果についても

昇任等の参考材料として適

正に活用する。" 

管理職に占める女性の割合 

【H30.4.1 現在】 

 対象管理職数 239 人 

 うち女性職員  87 人 

          割合  36％ 

【H29.4.1 現在】 

 対象管理職数 237 人 

 うち女性職員  85 人 

          割合  36％ 

【H28.4.1 現在】 

 対象管理職数 231 人 

 うち女性職員  74 人 

          割合  32％" 

引き続き、採用・昇任・

配置・評価など人事管理

上のすべての場面で公

平・公正に、能力・知識

が活用できるよう、適材

適所での人事配置に努

める必要がある。 人事課 

県、工業会、商工会等と連携した事業を実施し、男女共同参画を推進した。引き続き、

庁内推進体制を強化し、地域、企業等と連携しながら、女性活躍を含めた男女共同参画を

推進していく必要がある。 

推 進 体 制 

主な取組 

実績数値 

総 括 


